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１．はじめに

近年、非常に強い降雪が集中的かつ継続的に発生

するなど雪の降り方が変化する一方、人口減少や少

子高齢化、除雪作業の担い手・後継者不足など、除

雪を取り巻く環境は一層厳しさを増している。こう

した昨今の情勢を受け、より効率的な除雪手法の検

討に資するため国総研では、海外の冬期道路管理に

係る制度・運用の我が国への適用可能性について研

究を行っている。本稿では、諸外国で適用されてい

る制度・運用の概要、我が国への適用可能性につい

て報告する。

２．調査対象

日本の冬期気象条件との類似性を勘案して延べ23

カ国・地域の冬期道路管理に関連する制度等を調べ、

そのうち日本の冬期道路管理への適用性が期待でき

る下表の制度等について検討を行った。

３．おわりに

道路区分毎に管理水準を設定する手法や、除雪効

果の可視化は我が国においても有益な可能性がある。

実施に向け関係機関や沿道住民の合意を得る等の課

題がある。

表 海外の冬期道路管理方法と日本への適用可能の考察 

国・地域 適用条件 効果 日本に適用する際の課題・有効性・適用可能性

交通量少 ・住民理解が得られない可能性。

雪が多い山間部
・管理水準を下げられる区間は少なく、効果が低

い可能性

交通規制

天候に応じた段階的

交通規制（速度規

制、車両制限）

米ペンシル

バニア州際

高速道路

・ITSｲﾝﾌﾗ整備

・情報提供手段

高速道での悪天候による

事故を減少させる

・道路管理者と警察との間の情報共有、調整が不

可欠

・新たな手間が発生する。

・摩擦係数のコントロール方法が不明である

沿道の所有者による

歩道除雪
シカゴ等 中心市街地など

・行政サービスを待たず

に歩道が確保できる

・日本の風土になじみやすい一方で、近年のコ

ミュニティ機能低下により実施出来ない地域も。

7 Days plan

（7日で解消）
カルガリー 都市部

・段階的、戦略的に除雪

を実施することが可能
優先順位が低い道路は後回しとなる。

・除雪車にGPSをつけ、除雪実施状況を公開し、

降雪時の苦情の減少減効果が得られている自治体

もあり、同様の効果が期待できる。

・問合せ件数が増加することも懸念される。

・除雪業者にとって安定的な受託へ繋がる可能性

がある。

・近年、複数年度業務発注を行う取り組みも見ら

れるため、適用可能性は十分であると考えられ

る。

・利用者の声が除雪に反

映される。

・事業者のモチベーショ

ンを高める。

・日本への手法の適用可能性が課題

・冬期道路管理に関する効率化の検討が可能

・他地域の手法が適用できるかが課題である。

・適用できれば、冬期道路管理に関する効率化の

検討も可能である。

・情報提供により苦情が

低下

我が国と異なる管理方法

都市・郊外部の道路

に管理水準を設定

オーストリ

ア

道路延長が長い地方の除

雪水準を下げることで、

除雪費用を削減

サービス

水準の指標

摩擦係数で路面状態

を管理

フィンラン

ド等
道路凍結地域

・定量的、的確に道路を

管理することで事故を抑

制できる可能性がある。

・気象変動の影響による

発注額の変動を平坦に抑

えることができる。

顧客満足度調査によ

るボーナス

フィンラン

ド等

多くの除雪事業

者がいる地域

・日本では事業者の除雪技術力やモチベーション

が高い。そのため、利用者の評価基準が高くな

り、高コストになる可能性もある。

・冬期道路管理の効果が

把握でき、効率化検討が

可能

評価指標 事故リスク
ノルウェー

等

冬期道路管理の

効果把握

・冬期道路管理の効果の

把握、効率化の検討が可

能

除雪水準の

カテゴリ

経済性
冬期道路メンテナン

スシステム

スウェーデ

ン
除雪効果の把握

事業者との

契約方法

複数年契約

オーストリ

ア、フィン

ランド等

全国

管理方法

住民ニーズ

への対応

アプリによる情報提

供・行政への連絡
ウィーン

降雪時、除雪実

施状況の情報提

供
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１．はじめに 

国総研ではETC2.0搭載車両や民間企業から提供さ

れたプローブ情報による通行実績や、VICSによる交

通規制情報等を地図上に重ね合わせて表示すること

で、視覚的に交通状況を把握するシステム（図-1）

を開発し、実運用を通じた機能改良等の研究を行っ

ている。 

本年度には大阪府北部地震、平成30年7月豪雨（西

日本豪雨）及び北海道胆振東部地震等の大規模災害

が発生し、各地方整備局において通行実績の把握や

「通れるマップ」の作成に本システムが活用された。

本研究では、ヒアリング等によりこれらの災害時に

明らかになった課題を把握・分析し、システム改良

等の改善を行った。本稿ではその一例を報告する。 

図-1 通行実績表示システムの表示例 

２．把握した課題及びその対応 

(1) 通行止区間に拘わらず通行実績が表示される

道路管理用の緊急車両が通行止区間を通行するこ

とにより、通行止区間にも通行実績が表示される課

題が明らかになった。解決策として、緊急車両が通

行止区間を通行する台数は少ないことから、ETC2.0

プローブから生成されるKMLファイルに通行台数の

情報を加えるプログラムを開発し、一定台数以下の

通行実績を表示させないことができるようにした。 

(2) 道路管理者の迅速な特定が困難

既存のシステムは道路種別を高速道路と一般道の

みで区分していたため、救援活動や迂回路を検討す

る際、所管の道路管理者を迅速に特定できなかった。 

このため、ETC2.0プローブを吸着させているDRM（デ

ジタル道路地図）の情報から道路種別を判定するプ

ログラムを開発し、高速道路、都市高速道路、直轄

国道、補助国道、主要地方道、都道府県道の区分で

道路種別を表示できるようにした。 

(3) 正確な通行止区間が表示されない

既存のシステムでは通行止区間が含まれるリンク

全体を通行止区間として表示していたため、現場で

実際の規制状況と異なることによる混乱が生じた。

そのため、VICSセンターからの詳細な位置情報に基

づき、実際の通行止区間のみを正しく表示するプロ

グラムの開発を行った（図-2）。 

図-2 正確な通行止区間が表示されない例 

３．今後の展開 

本稿で報告した課題以外にも、更新頻度を現在の

１時間から15分に短縮する機能等を開発し、今年度

末に追加実装する予定である。 
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